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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第３部門第３区分
【発行日】令和1年5月16日(2019.5.16)

【公表番号】特表2017-513963(P2017-513963A)
【公表日】平成29年6月1日(2017.6.1)
【年通号数】公開・登録公報2017-020
【出願番号】特願2016-554371(P2016-554371)
【国際特許分類】
   Ｃ０８Ｇ  18/40     (2006.01)
   Ｃ０９Ｄ 175/06     (2006.01)
   Ｃ０９Ｄ   5/02     (2006.01)
   Ｃ０９Ｄ   7/40     (2018.01)
   Ｃ０８Ｇ  18/65     (2006.01)
   Ｃ０８Ｇ  18/08     (2006.01)
   Ｂ０５Ｄ   7/24     (2006.01)
   Ｂ０５Ｄ   1/36     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｃ０８Ｇ   18/40     ０１８　
   Ｃ０９Ｄ  175/06     　　　　
   Ｃ０９Ｄ    5/02     　　　　
   Ｃ０９Ｄ    7/12     　　　　
   Ｃ０８Ｇ   18/65     ０１１　
   Ｃ０８Ｇ   18/65     ０２３　
   Ｃ０８Ｇ   18/08     ００４　
   Ｂ０５Ｄ    7/24     ３０１Ｃ
   Ｂ０５Ｄ    7/24     ３０２Ｔ
   Ｂ０５Ｄ    1/36     　　　Ｂ

【誤訳訂正書】
【提出日】平成31年3月29日(2019.3.29)
【誤訳訂正１】
【訂正対象書類名】特許請求の範囲
【訂正対象項目名】全文
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（Ａ）少なくとも１種のポリマーであって、
　　（ａ）二量体脂肪酸を含む混合物が、
　　（ｂ）少なくとも１種の、一般構造式（Ｉ）
【化１】

のポリエーテル
（式中、Ｒは、Ｃ３～Ｃ６アルキレンラジカルであり、
　ｎは、前記ポリエーテルが、４５０～２２００ｇ／ｍｏｌの数平均分子量を有するよう
に選択され、
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　成分（ａ）及び（ｂ）は、０．７／２．３～１．３／１．７のモル比で使用され、
　結果として生じるポリマーは、１５００～５０００ｇ／ｍｏｌの数平均分子量、及び１
０ｍｇＫＯＨ／ｇ未満の酸価を有する）
と反応することによって製造可能なポリマーと、
　（Ｂ）少なくとも１種の、一般構造式（ＩＩ）
【化２】

のポリエーテルと、
（式中、Ｒは、Ｃ３～Ｃ６アルキレンラジカルであり、
　ｎは、前記ポリエーテルが、２５０～３０００ｇ／ｍｏｌの数平均分子量を有するよう
に選択される）
　（Ｃ）少なくとも１種の化合物であって、
　少なくとも１種のアニオン性基、及び／又は少なくとも１種の、アニオンを形成するこ
とができる官能基を有し、
　及び少なくとも１種のイソシアネート反応性官能基を有し、（Ａ）及び（Ｂ）とは異な
る化合物と、
　（Ｄ）少なくとも１種のポリイソシアネートと、
　（Ｆ）少なくとも１種の化合物であって、
　２種以上のイソシアネート反応性官能基を有し、（Ａ）、（Ｂ）、及び（Ｃ）とは異な
る化合物と、
が反応することによって製造し得ることを特徴とするポリマー。
【請求項２】
　さらに、（Ｅ）少なくとも１種のモノオール、又はジオールであって、（Ａ）、（Ｂ）
、及び（Ｃ）とは異なるモノオール、又はジオールが反応する、請求項１に記載のポリマ
ー。
【請求項３】
　さらに、アニオンを形成することができる成分（Ｃ）の基を中和することによって製造
し得る、請求項１または２に記載のポリマー。
【請求項４】
　使用される前記二量体脂肪酸を含む混合物が、少なくとも９０質量％の二量体分子、５
質量％未満の三量体分子、５質量％未満の単量体分子、及び他の副生成物からなることを
特徴とする請求項１～３のいずれか１項に記載のポリマー。
【請求項５】
　一般構造式（Ｉ）の前記ポリエーテルが、ポリプロピレングリコール、又はポリテトラ
ヒドロフランであり、更に、８００～１２００ｇ／ｍｏｌの数平均分子量を有することを
特徴とする請求項１～４のいずれか１項に記載のポリマー。
【請求項６】
　一般構造式（ＩＩ）の前記ポリエーテルが、ポリプロピレングリコール、又はポリテト
ラヒドロフランであり、更に、１８００～２２００ｇ／ｍｏｌの数平均分子量を有するこ
とを特徴とする請求項１～５のいずれか１項に記載のポリマー。
【請求項７】
　成分（ａ）、及び（ｂ）が、０．９／２．１～１．１／１．９のモル比で使用されるこ
とを特徴とする請求項１～６のいずれか１項に記載のポリマー。
【請求項８】
　５０００～５００００ｇ／ｍｏｌの数平均分子量を有することを特徴とする請求項１～
７のいずれか１項に記載のポリマー。
【請求項９】
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　５０ｍｇＫＯＨ／ｇ未満の酸価を有することを特徴とする請求項１～８のいずれか１項
に記載のポリマー。
【請求項１０】
　少なくとも１種の、請求項１～９のいずれか１項に記載のポリマーを含むことを特徴と
する着色水性ベースコート材料。
【請求項１１】
　前記着色水性ベースコート材料の合計質量に対する、本発明に係るポリマーの質量パー
センテージフラクションの合計が、０．１質量％～３０質量％であることを特徴とする請
求項１０に記載の着色水性ベースコート材料。
【請求項１２】
　更なる結合剤として、少なくとも１種の、本発明に係るポリマーとは異なる他のポリウ
レタン樹脂を含むことを特徴とする請求項１０又は１１に記載の着色水性ベースコート材
料。
【請求項１３】
　ベースコートフィルムとクリアコートフィルムとの付着を促進するためまたはベースコ
ートと最初の仕上げとの付着を促進するため、着色水性ベースコート材料に請求項１に記
載のポリマーを使用する方法。
【請求項１４】
　（１）着色水性ベースコート材料を基材に塗布し、
　（２）工程（１）で塗布されたコーティング材料からポリマーフィルムを形成し、
　（３）結果として生じるベースコートフィルムにクリアコート材料を塗布し、続いて、
　（４）クリアコートフィルムと共に前記ベースコートフィルムを硬化する
ことによるマルチコート塗料系の製造方法であって、
　工程（１）において、請求項１０～１２のいずれか１項に記載の着色水性ベースコート
材料を使用することを特徴とする製造方法。
【請求項１５】
　工程（１）から生じた前記基材が、コーティング上、及びコーティング内の破損である
欠陥部分を有するマルチコート塗料系であることを特徴とする請求項１４に記載の製造方
法。
【請求項１６】
　請求項１４に記載の製造方法によって製造し得ることを特徴とするマルチコート塗料系
。
【請求項１７】
　前記欠陥部分を有するマルチコート塗料系が、請求項１６に記載の塗料系であることを
特徴とする請求項１５に記載の製造方法。
【誤訳訂正２】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】０１７０
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【０１７０】
　この目的のために、表１に示した量で、ジメチルプロピオン酸、ジシクロヘキシルメタ
ン４，４’－ジイソシアネート、イソホロンジイソシアネート、ネオペンチルグリコール
、ポリＴＨＦ２０００、ＰＰ１、ＰＰ２をメチルエチルケトンと混合し、８０～８２℃で
攪拌しながら反応させる。反応を、ＤＩＮ  ＥＮ  ＩＳＯ３２５１に準じて、ジブチルア
ミンを用いて、イソシアネート分を滴定することによって監視する。イソシアネート含有
量が、一定であり、存在する溶液に対して０．８～１．２％に到達するときは、測定され
る遊離ＮＣＯの量に対して、１１５％のモル過剰のトリメチロールプロパンを加える（ｎ
［ＮＣＯプレポリマー］／ｎ［トリメチロールプロパン］＝１．１５）。
【誤訳訂正３】
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【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】０１７５
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【０１７５】
【表１】

【誤訳訂正４】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】０１８１
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【０１８１】
　混合ワニスの製造
　混合ワニスを製造するために、まず、第一に、水及びフィロシリケートを、表３のよう
に組み合わせて混合する。混合物が均一となったとき、ポリウレタン結合剤組成物、アク
リレート増粘剤、ジメチルエタノールアミン及び水を、記載される順番に、攪拌しながら
加える。
【誤訳訂正５】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】０１８２
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【０１８２】
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【表３】
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